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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第39期

第３四半期

連結累計期間

第40期

第３四半期

連結累計期間

第39期

会計期間
自　平成24年５月１日

至　平成25年１月31日

自　平成25年５月１日

至　平成26年１月31日

自　平成24年５月１日

至　平成25年４月30日

売上高 （千円） 13,399,086 10,342,748 19,427,657

経常利益又は経常損失（△） （千円） 90,496 △300,994 516,183

四半期（当期）純利益又は四
半期純損失（△）

（千円） 47,772 △192,534 303,331

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 57,805 △216,225 330,806

純資産額 （千円） 6,372,270 6,218,995 6,645,271

総資産額 （千円） 9,988,237 9,905,902 10,761,348

１株当たり四半期（当期）純
利益金額又は四半期純損失金
額（△）

（円） 8.19 △33.00 51.99

潜在株式調整後１株当たり四
半期(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.8 62.8 61.8
 

　

回次
第39期

第３四半期
連結会計期間

第40期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成24年11月１日
至　平成25年１月31日

自　平成25年11月１日
至　平成26年１月31日

１株当たり四半期純損失金額
（△）

（円） △40.20 △8.86
 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間(自　平成25年５月１日　至　平成26年１月31日）におけるわが国経済

は、政府の金融政策や成長戦略への期待などを背景に緩やかな回復基調にあり、先行きの不透明感は未

だ拭えないものの、経済活動には明るさが見られております。

このような状況の下、当社グループでは、当第３四半期連結会計期間に、中長期的な成長のために、

大手家電量販店向け卸売事業において代理店を経由しない直接取引形態への移行をおおむね完了させ、

これによりヤーマンブランドの浸透を重視した戦略を進めることが可能になりました。一方、取引の切

り換えに伴い、売上高が以前の水準に戻るにはまだ暫く時間を要することから、売上高は減少する結果

となりました。このような状況への対応として、直販事業において、費用対効果を重視した広告戦略に

転換することにより、販売費及び一般管理費を削減しましたが、売上高の減少に伴う売上総利益の減少

を補うには至らず、当第３四半期連結累計期間における売上高は10,342,748千円（前年同四半期比

22.8％減）、経常損失は300,994千円（前年同四半期は90,496千円の利益）、四半期純損失は192,534千

円（前年同四半期は47,772千円の利益）となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　通販部門

通販部門では、テレビによる通信販売業者を経由した個人顧客への販売、カタログ通販会社向けの販

売、インターネット専売業者向けの販売を行っております。

ショッピング専門チャンネル向けではアパレル品を中心に安定した売上を計上しておりましたが、地

上波通販会社向けやカタログ通販会社向けで苦戦し、売上高は4,042,449千円（前年同四半期比6.7％

減）、セグメント利益は1,391,295千円（前年同四半期比17.3％減）となりました。

　
②　店販部門

店販部門では、家電量販店、大手百貨店、バラエティショップ等への販売を行っております。

前期より進めてまいりました大手家電量販店向け卸売事業における販売形態の直接取引形態への移行

はおおむね完了したものの、売上高の完全な回復までには至らず、売上高は1,739,967千円（前年同四

半期比41.6％減）、セグメント利益は400,582千円（前年同四半期比66.3％減）となりました。

　
③　直販部門

直販部門では、インフォマーシャルや雑誌、新聞、Web等を用いた個人顧客への販売を行っておりま

す。

当第３四半期連結累計期間では、特に新聞、雑誌媒体やインフォマーシャルにおける広告宣伝費につ

き効果を重視して支出した結果、売上高は4,287,780千円（前年同四半期比25.7％減）となりました

が、セグメント利益は231,137千円（前年同四半期比76.0％増）となりました。

　
(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べ855,446千円減少し、

9,905,902千円となりました。現金及び預金の増加805,511千円、受取手形及び売掛金の減少1,563,403

千円、商品及び製品の増加104,098千円が主な要因であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ429,170千円減少し、3,686,907千円となりました。支払手形及び買

掛金の減少554,719千円、未払金の減少744,662千円、長期借入金の増加894,539千円が主な要因であり

ます。

純資産は、前連結会計年度末に比べ426,275千円減少し、6,218,995千円となりました。四半期純損失

の計上192,534千円及び剰余金の配当210,050千円による利益剰余金の減少402,585千円が主な要因であ

ります。

　

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが事業上及び財務上対処すべき課題について、重

要な変更及び新たな発生はありません。

　

(4)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、65,595千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,555,552

計 19,555,552
 

　

②【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成26年１月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成26年３月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 5,834,888 5,834,888
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 5,834,888 5,834,888 － －
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成26年１月31日 － 5,834,888 － 1,813,796 － 1,313,795
 

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,832,900 58,329 －

単元未満株式 普通株式 1,888 － －

発行済株式総数 　 5,834,888 － －

総株主の議決権 － 58,329 －
 

（注）当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成25年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

②【自己株式等】

平成26年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

ヤーマン株式会社
東京都江東区古石場

一丁目４番４号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00
 

　

　
　
　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年11月

１日から平成26年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年５月１日から平成26年１月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,270,255 3,075,767

受取手形及び売掛金
※ 2,707,681 ※ 1,144,277

有価証券 50,100 50,122

商品及び製品 3,731,974 3,836,072

仕掛品 41,347 35,488

原材料及び貯蔵品 305,139 247,930

その他 693,678 582,062

貸倒引当金 △7,970 △4,995

流動資産合計 9,792,207 8,966,727

固定資産

有形固定資産 541,867 540,721

無形固定資産 307,120 271,879

投資その他の資産

その他 137,308 126,573

貸倒引当金 △17,155 －

投資その他の資産合計 120,152 126,573

固定資産合計 969,140 939,174

資産合計 10,761,348 9,905,902

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,644,060 1,089,341

1年内返済予定の長期借入金 403,643 473,471

1年内償還予定の社債 35,000 －

未払金 1,473,082 728,419

未払法人税等 15,818 12,577

賞与引当金 27,500 14,350

返品調整引当金 183,054 100,116

その他 72,979 116,645

流動負債合計 3,855,139 2,534,922

固定負債

長期借入金 236,686 1,131,225

その他 24,251 20,758

固定負債合計 260,938 1,151,984

負債合計 4,116,077 3,686,907
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,813,796 1,813,796

資本剰余金 1,313,795 1,313,795

利益剰余金 3,491,494 3,088,909

自己株式 △140 △140

株主資本合計 6,618,945 6,216,360

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,307 2,635

繰延ヘッジ損益 24,018 －

その他の包括利益累計額合計 26,325 2,635

純資産合計 6,645,271 6,218,995

負債純資産合計 10,761,348 9,905,902
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
　至 平成25年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
　至 平成26年１月31日)

売上高 13,399,086 10,342,748

売上原価 5,024,842 4,231,783

売上総利益 8,374,243 6,110,964

返品調整引当金戻入額 155,504 183,054

返品調整引当金繰入額 130,864 100,116

差引売上総利益 8,398,883 6,193,902

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 4,460,884 3,205,898

貸倒引当金繰入額 19,526 －

給料及び手当 450,908 457,297

賞与引当金繰入額 13,750 14,350

減価償却費 78,144 77,206

研究開発費 74,425 65,595

その他 3,091,981 2,681,526

販売費及び一般管理費合計 8,189,621 6,501,873

営業利益又は営業損失（△） 209,261 △307,971

営業外収益

受取利息 522 418

受取配当金 149 238

為替差益 － 18,143

貸倒引当金戻入額 － 3,932

その他 5,565 12,838

営業外収益合計 6,237 35,572

営業外費用

支払利息 28,478 23,970

支払保証料 1,215 934

為替差損 92,806 －

その他 2,502 3,691

営業外費用合計 125,002 28,595

経常利益又は経常損失（△） 90,496 △300,994

特別損失

固定資産除却損 5,957 1,886

特別損失合計 5,957 1,886

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

84,539 △302,881

法人税等 36,767 △110,346

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

47,772 △192,534

四半期純利益又は四半期純損失（△） 47,772 △192,534
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
　至 平成25年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
　至 平成26年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

47,772 △192,534

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,223 327

繰延ヘッジ損益 7,809 △24,018

その他の包括利益合計 10,033 △23,690

四半期包括利益 57,805 △216,225

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 57,805 △216,225

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成25年５月１日　至　平成26年１月31日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。
　

 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※  手形割引高

　
前連結会計年度

(平成25年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年１月31日)

受取手形割引高 142,603千円 25,398千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年５月１日
  至  平成25年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年５月１日
  至  平成26年１月31日)

減価償却費 113,663千円 107,764千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自  平成24年５月１日  至  平成25年１月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年7月27日
定時株主総会

普通株式 105,025 18.00 平成24年４月30日 平成24年７月30日 利益剰余金

平成24年12月14日
取締役会

普通株式 105,025 18.00 平成24年10月31日 平成25年１月９日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自  平成25年５月１日  至  平成26年１月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年7月26日
定時株主総会

普通株式 105,025 18.00 平成25年４月30日 平成25年７月29日 利益剰余金

平成25年12月13日
取締役会

普通株式 105,025 18.00 平成25年10月31日 平成26年１月９日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自  平成24年５月１日  至  平成25年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

通販部門 店販部門 直販部門 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上
高

4,331,886 2,978,703 5,769,765 13,080,355 318,731 13,399,086 － 13,399,086

  セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － 161,617 161,617 △161,617 －

計 4,331,886 2,978,703 5,769,765 13,080,355 480,348 13,560,704 △161,617 13,399,086

セグメント利益 1,682,968 1,189,157 131,333 3,003,459 72,747 3,076,207 △2,866,945 209,261
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、先端電子部門、海外戦略部門等を

含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△2,866,945千円には、セグメント間取引消去19,000千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△2,885,945千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結累計期間（自  平成25年５月１日  至  平成26年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

通販部門 店販部門 直販部門 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上
高

4,042,449 1,739,967 4,287,780 10,070,197 272,550 10,342,748 － 10,342,748

  セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － 147,211 147,211 △147,211 －

計 4,042,449 1,739,967 4,287,780 10,070,197 419,762 10,489,960 △147,211 10,342,748

セグメント利益 1,391,295 400,582 231,137 2,023,014 49,983 2,072,997 △2,380,969 △307,971
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、先端電子部門、海外戦略部門等を

含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△2,380,969千円には、セグメント間取引消去27,900千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△2,408,869千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年５月１日
  至  平成25年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年５月１日
  至  平成26年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半
期純損失金額（△）

8.19円 △33.00円

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△）(千円)

47,772 △192,534

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期
純損失金額（△）(千円)

47,772 △192,534

普通株式の期中平均株式数(株) 5,834,754 5,834,736
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

平成25年12月13日開催の取締役会において、平成25年10月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次

のとおり第40期（平成25年５月１日から平成26年４月30日まで）中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　105,025千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18.00円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　　 平成26年１月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   山   下   　   隆   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   浅   野   俊   治   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   篠   﨑   和   博   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年３月14日

ヤーマン株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ヤーマン株式会社の平成25年５月１日から平成26年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年11月１日から平成26年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年５月１日から平成26
年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヤーマン株式会社及び連結子会社の平成26
年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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